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１．計画の見直しにあたって

１ 趣旨 

「富津市子ども・子育て支援事業計画」は、子ども子育て支援法（平成 24 年 8 月 22

日号外法律第 65 号）第６１条の規定に基づき、教育・保育及び地域子ども・子育て支援

事業の提供体制の確保等を図り、業務の円滑な実施を目的に策定しました。 

しかし、計画期間内において、利用希望である「量の見込」と提供体制の確保の内容及

びその実施時期を定める「確保方策」が大きくかい離している場合、均衡の取れた教育・

保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供に支障をきたすことが見込まれることから、

地域の実状に即した必要な見直しを行うこととしました。 

２ 見直しのための考え方 

 「市町村子ども・子育て支援事業計画等に関する中間年の見直しのための考え方について」

（内閣府平成29 年 1月 27日事務連絡）に基づき、見直しを実施しました。 

３ 対象期間 

平成３０年度・平成３１年度 

４ 対象事業 

（1） 「第４章 事業計画 ４－２．幼児期の学校教育・保育の量の見込みと確保方策 （４）

教育・保育提供区域別の幼児期の学校教育・保育の量の見込みと確保方策」のうち、教

育・保育提供区域別に認定区分ごとの量の見込み。 

（2）「第４章 事業計画 ４－３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込と確保方策 

（１）利用者支援事業から（11）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）まで

のうち、量の見込み・確保方策・今後の方向性。 
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２．幼児期の学校教育・保育の量の見直し

安定した幼児期の教育・保育を提供するため、幼児期の教育・保育の利用実績を把握し、

就学前児童数の推移、幼児期の学校教育・保育施設の配置状況及び地域の実情等を考慮し、

認定区分ごとに量の見直しを行いました。 

★見直し値の算定 

 ①住民基本台帳【Ｈ29.3.31】の年齢別人口を基礎数値とする。 

 ②平成 29 年度以降の年齢別人口の推計値は、富津市人口ビジョン 2040 附属資料 

「人口の現状分析及び将来展望」の変化率を用いて算出する。 

 ③量の見直し値は、過去の入所児童数の実績【H23～H28】から平均入所率を算出し、 

  ②により算出した年齢別人口に乗じることで算出する。 

★量の見込み及び確保方策の修正 

●量の見込み 

 ・認定区分ごとの量の見込みは、見直し値が１０％以上かい離した部分について修正

しました。 

●確保方策 

 ・認定区分ごとの確保方策は、見直し値を上回っていることから修正を行わないこと

としました。 



●見直し結果

富津地区

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み（①） 計画値 ２３１人 １８６人 ３６人 １０６人 ２３０人 １８７人 ３５人 １１０人 ２２９人 １８４人 ３５人 １１２人 ２２６人 １８１人 ３４人 １１４人 ２２５人 １８０人 ３４人 １１６人

見直し後 ２１４人 ３８人 ９５人 １９５人

確保方策（②） ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人 ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人 ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人 ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人 ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人

特定教育・保育施設 ２９１人 ４０人 １１９人 ２９１人 ４０人 １１９人 ２９１人 ４０人 １１９人 ２９１人 ４０人 １１９人 ２９１人 ４０人 １１９人

２７０人 ２７０人 ２７０人 ２７０人 ２７０人

②－① ３９人 １０５人 ４人 １３人 ４０人 １０４人 ５人 ９人 ４１人 １０７人 ５人 ７人 ４４人 １１０人 ６人 ５人 ４５人 １１１人 ６人 ３人

確保方策　－　量見込見直し後 ７７人 ２人 ２４人 ７５人

大佐和地区

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み（①） 計画値 ９９人 ５７人 １４人 ３９人 ９１人 ５３人 １３人 ３８人 ８８人 ５２人 １２人 ３８人 ８２人 ４９人 １１人 ３７人 ７８人 ４８人 １１人 ３６人

見直し後 ３０人 １０２人 ４２人 ８６人 １６人 ３１人

確保方策（②） ３００人 １５４人 ２１人 ６５人 ３００人 １５４人 ２１人 ６５人 ３００人 １５４人 ２１人 ６５人 ３００人 １５４人 ２１人 ６５人 ３００人 １５４人 ２１人 ６５人

特定教育・保育施設 １５４人 ２１人 ６５人 １５４人 ２１人 ６５人 １５４人 ２１人 ６５人 １５４人 ２１人 ６５人 １５４人 ２１人 ６５人

３００人 ３００人 ３００人 ３００人 ３００人

②－① ２０１人 ９７人 ７人 ２６人 ２０９人 １０１人 ８人 ２７人 ２１２人 １０２人 ９人 ２７人 ２１８人 １０５人 １０人 ２８人 ２２２人 １０６人 １０人 ２９人

確保方策　－　量見込見直し後 ２７０人 ５２人 ２５８人 ６８人 ５人 ３４人

天羽地区

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み（①） 計画値 ４８人 ４１人 １１人 ２５人 ４２人 ３７人 １１人 ２７人 ３８人 ３３人 １０人 ２６人 ３４人 ３０人 １０人 ２６人 ３４人 ３０人 １０人 ２６人

見直し後 ３０人 ８５人 １１人 ２８人 ７９人

確保方策（②） ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人

特定教育・保育施設 ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人

確認を受けない幼稚園

②－① ２２人 １３３人 ８人 ４４人 ２８人 １３７人 ８人 ４２人 ３２人 １４１人 ９人 ４３人 ３６人 １４４人 ９人 ４３人 ３６人 １４４人 ９人 ４３人

確保方策　－　量見込見直し後 ４０人 ８９人 ８人 ４２人 ９５人

確認を受けない幼稚園

確認を受けない幼稚園

３
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３．地域子ども・子育て支援事業の見直し

子ども・子育て支援法第59条では、各市町村は自ら策定した子ども・子育て支援事業計

画に沿って、同法第１～13号に掲げられている「地域子ども・子育て支援事業」を行うこ

ととされています。 

同法に基づき、市では平成27年3月に事業計画を策定し、13事業を実施してきました。 

地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」の見直しについては、国の「見直しの考え

方」において、教育・保育の「量の見込み」の見直しに併せて、必要に応じ行うこととされ

ています。 

全体的に量の見込みに対し、実績を達成していない事業が多く、十分な確保方策がとられ

ていることから今回の見直しにはニーズ調査を行わず、平成27年度及び平成28年度の実績

と比較し、事業の実施状況や利用状況等に照らし見直しを行いました。 
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（１）利用者支援事業

提供区域 全市域 

事業内容 

子ども及び保護者等の身近な場所で教育・保育施設や地域の子育て

支援事業等の情報提供や相談・助言を行うとともに関係機関との連

携を行う事業です。 

見直し案 
子育て支援事業に対するニーズは高く、効果的な情報提供等には関

係機関との連携が必要なため修正しない。 

課題 特になし 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
量の見込み（①） １か所 １か所 １か所 １か所 １か所
確保方策（②） ０か所 ０か所 １か所 １か所 １か所

②－① ▲ １か所 ▲ １か所 ０か所 ０か所 ０か所

（２）地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）

提供区域 各区域 

事業内容 

未就学の子どもとその保護者を対象に、親子で遊ぶ中で子育てに関

する情報交換や交流、仲間づくりができる場所を提供する事業で

す。 

見直し案 

富津地区においては量の見込みに対し実績値が大きく下回ってい

ることから、修正しない。 

大佐和地区では実績値が量の見込みを上回っていることから見直

しし、平成30年度からの量の見込みを平成28年度実績値に修正

する。 

課題 

富津地区においては、潜在的ニーズに対し周知を図り、見込みの達

成を図る。 

大佐和地区においては、増加した見込量に対する方策を確保すべ

く、提供体制を確保するとともに、天羽地区での事業実施により、

量の見込み達成を目指す。 

富津地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み① １０,９０４人日 １０,８２７人日 １０,６７４人日 １０,５４５人日 １０,３９１人日
確保方策 １か所 １か所 ２か所 ２か所 ２か所

大佐和地区

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
計画値 ３,４３６人日 ３,３０２人日 ３,１２４人日 ２,９６８人日 ２,８１１人日
見直し後 ４,３８６人日 ４,３８６人日

確保方策 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

量の見込み①

天羽地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み① ９８３人日 ９９２人日 ９４４人日 ９０６人日 ８７７人日
確保方策 ０か所 ０か所 ０か所 １か所 １か所
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（３）妊婦健診

提供区域 全市域 

事業内容 

より安全で安心な出産を支援するために、妊娠中に指定医療機関に

おいて14回を限度に公費で基本的な健診を受けられるようにする

事業です。 

見直し案 

妊娠届け出の遅延や市外への転出等から14回受診しない場合があ

り、実績とのかい離はあるが、量の見込みとしては出生見込数が基

本であり、最大14回受診する見込みで算出しているため修正しな

い。 

課題 特になし 

（４）乳児家庭全戸訪問事業

提供区域 全市域 

事業内容 

子育ての孤立を防ぐため、生後４か月までの乳児のいる全ての家庭

を保健師・助産師等が訪問し、子育て支援に関する情報提供、育児

や産後の生活の相談、養育環境等の把握を行う事業です。 

見直し案 実績とのかい離が少ないため、修正しない。 

課題 特になし 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
量の見込み① ２,８８４人回 ２,７８６人回 ２,７１６人回 ２,６３２人回 ２,５９０人回
人数 ２０６人 １９９人 １９４人 １８８人 １８５人
健診回数 １４回 １４回 １４回 １４回 １４回

確保方策
実施場所：指定医療機関
実施方法：受診券の発行

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
量の見込み① ２０６人 １９９人 １９４人 １８８人 １８５人

確保方策
実施体制：保健師、助産師（委託契約）による訪問
実施機関：健康づくり課
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（５）養育支援訪問事業

提供区域 全市域 

事業内容 
養育支援が特に必要な家庭を訪問し、養育に関する指導・助言を行

うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

見直し案 量の見込みの推計がたてにくいため、修正しない。 

課題 特になし 

（６）子育て短期支援事業

提供区域 全市域 

事業内容 

保護者の疾病や冠婚葬祭等の理由により、家庭において子どもを一

時的に養育できない場合に児童養護施設等で預かる事業です。 

≪事業種類≫短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）、夜間

養護等事業（トワイライトステイ事業） 

見直し案 今後の事業実施の検討に伴い、適正に量を見込む。 

課題 量の見込みに対する確保方策の具体化に向け検討する。 

（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

提供区域 全市域 

事業内容 

地域において、乳幼児や小学生等の預かり等の援助を希望する者

（利用会員）と、援助を行うことを希望する者（提供会員）との相

互援助活動に対する連絡・調整を実施する事業です。 

見直し案 
実績とのかい離は大きいが、各種事業における相談内容より、当該

事業の潜在的ニーズが高いと判断されるため、修正しない。 

課題 
より広く事業が認識され、利用に結びつくよう周知を行い、見込み

の達成を目指す。 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
量の見込み① ７人 ７人 ７人 ７人 ７人

確保方策 実施体制：保健師による訪問、指導、助言

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
１６８人日 １６２人日 １５９人日 １５６人日 １５１人日
０人日 ０人日 １５９人日 １５６人日 １５１人日

▲ １６８人日 ▲ １６２人日 ０人日 ０人日 ０人日

量の見込み①
確保方策②
②－①
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（８）一時預かり事業

提供区域 各区域 

事業内容 
育児中のストレス解消や冠婚葬祭など家庭での保育が一時的に困

難になったときに、保育所等で一時的に預かる事業です。 

見直し案 

幼稚園における在園児を対象とした一時預かりについては、実績が

量の見込み及び確保方策を上回っていることから、量の見込み及び

確保方策を平成２７年度、平成２８年度の平均値に修正する。 

保育所における一時預かりについては、実績が量の見込みを下回っ

ているが、潜在的利用ニーズが高いと想定されることから修正しな

い。 

課題 利用申込に対し、随時対応できる体制の整備 

○幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育） 

○保育所（園）における一時預かり 

富津地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

計画値 ２,７５９人日 ２,７７６人日 ２,７３８人日 ２,６９４人日 ２,６８２人日
見直し後 ２,９５９人日

確保方策
計画値 ２,７５９人日 ２,７７６人日 ２,７３８人日 ２,６９４人日 ２,６８２人日

見直し後 ２,９５９人日

施設数 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所
②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

量の見込み①

人数②

大佐和地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

計画値 １,５３７人日 １,４１５人日 １,３９９人日 １,３２６人日 １,２７７人日
見直し後 ４,４４９人日 ４,４４９人日

確保方策
計画値 １,５３７人日 １,４１５人日 １,３９９人日 １,３２６人日 １,２７７人日

見直し後 ４,４４９人日 ４,４４９人日

施設数 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所
②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

量の見込み①

人数②

天羽地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み① ７１５人日 ６４０人日 ５７７人日 ５２５人日 ５２５人日
確保方策
人数② ７１５人日 ６４０人日 ５７７人日 ５２５人日 ５２５人日
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

富津地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み① １,１０８人日 １,１０６人日 １,０９０人日 １,０７５人日 １,０６４人日
確保方策
人数② １,１０８人日 １,１０６人日 １,０９０人日 １,０７５人日 １,０６４人日
施設数 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人
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（９）延長保育事業

提供区域 各区域 

事業内容 
保育認定を受けた子どもについて、11 時間の開所時間を超えて保

育を実施する事業です。 

見直し案 

富津地区については、実績が量の見込み及び確保方策を上回ってい

ることから、量の見込み及び確保方策を平成２７年度、平成２８年

度の平均値に修正する。 

大佐和地区及び天羽地区については、平成２７年度、平成２８年度

ともに実績が量の見込みを下回っているが、潜在的利用ニーズが高

いと想定されることから修正しない。 

課題 サービス提供区域及び内容の偏り 

大佐和地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み① ３５８人日 ３３９人日 ３２５人日 ３０９人日 ２９４人日
確保方策
人数② ３５８人日 ３３９人日 ３２５人日 ３０９人日 ２９４人日
施設数 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

天羽地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み① ２２４人日 ２１２人日 １９６人日 １８３人日 １８０人日
確保方策
人数② ２２４人日 ２１２人日 １９６人日 １８３人日 １８０人日
施設数 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

富津地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

計画値 ２１０人 ２１０人 ２０７人 ２０４人 ２０２人
見直し後 ２２９人 ２２９人

確保方策
計画値 ２１０人 ２１０人 ２０７人 ２０４人 ２０２人

見直し後 ２２９人 ２２９人

施設数 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

量の見込み①

人数②

大佐和地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み① １２５人 １１７人 １１３人 １０８人 １０３人
確保方策
人数② １２５人 １１７人 １１３人 １０８人 １０３人
施設数 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

天羽地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み① ５０人 ４８人 ４４人 ４１人 ４０人
確保方策
人数② ５０人 ４８人 ４４人 ４１人 ４０人
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

②－① ０人 ０人 ０人 ０人 ０人
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（１０）病後児保育事業

提供区域 全市域 

事業内容 
病後児について、家庭での保育に欠ける場合に保育園等の専用スペ

ースで看護師等が一時的に保育を行う事業です。 

見直し案 

平成２７年度・２８年度ともに実績が量の見込みを大きく下回って

いるが、利用者は増加傾向にあり、需要の増加が見込まれることか

ら修正しない。 

課題 サービス提供区域の偏り 

（１１）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

提供区域 各区域 

事業内容 

保護者が仕事等により昼間家庭にいない小学校に就学している児

童に対し、放課後に適切な遊びや生活の場を提供して、児童の健全

な育成を図る事業です。 

見直し案 

実績が量の見込みを下回り、かい離は大きいものの、ニーズが高い

ことから量の見込みは修正しない。 

富津地区では平成 28 年度に定員増加が 1 クラブ、大佐和地区で

は平成 29 年度 1 クラブ開設の実績から確保方策の児童数を修正

する。さらに、天羽地区では平成30年度からの1クラブ開設予定

に伴い確保方策の児童数を修正する。 

課題 
利用を希望する児童全員に安心安全な居場所を提供できるよう、民

間へ拡充を働きかけるとともに、公設民営での開設も検討する。 

年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度
量の見込み① ９２５人日 ９０１人日 ８７４人日 ８４４人日 ８２６人日
確保方策
延べ人数② ９６０人日 ９６０人日 ９６０人日 ９６０人日 ９６０人日
施設数 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

②－① ３５人 ５９人 ８６人 １１６人 １３４人

富津地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み① １７７人 １７７人 １７６人 １７５人 １７５人
小学１～３ １１７人 １１７人 １１６人 １１６人 １１６人
小学４～６ ６０人 ６０人 ６０人 ５９人 ５９人

確保方策

登録児童数② １３５人 １４１人 １４１人 １７５人 １７５人

施設数 ６か所 ６か所 ６か所 ７か所 ７か所

②－① ▲ ４２人 ▲ ３６人 ▲ ３５人 ０人 ０人
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（１２）実費徴収に係る補足給付を行う事業

提供区域 なし 

事業内容 
保護者の世帯所得の状況等を勘案して、教育・保育に必要な実費徴

収に係る費用を助成する事業です。 

見直し案 事業実施なし 

課題 給付対象範囲の設定が困難 

（１３）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業

提供区域 なし 

事業内容 

特定教育・保育施設等への民間業者の参入の促進に関する調査研究

その他多様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置

又は運営を促進するための事業です。 

見直し案 事業実施なし 

課題 
特定教育・保育において、実績が確保方策を下回っているため、現

状では必要性が低い。 

大佐和地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み① ５７人 ５４人 ５２人 ５１人 ５０人
小学１～３ ２５人 ２５人 ２３人 ２４人 ２２人
小学４～６ ３２人 ２９人 ２９人 ２７人 ２８人

確保方策

登録児童数② ７５人 ９５人 １１５人 １１５人 １１５人

施設数 ２か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所

②－① １８人 ４１人 ６３人 ６４人 ６５人

天羽地区
年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

量の見込み① ３５人 ３３人 ３０人 ２８人 ２５人
小学１～３ １５人 １４人 １２人 １０人 ９人
小学４～６ ２０人 １９人 １８人 １８人 １６人

確保方策

登録児童数② ０人 ２０人 ２０人 ５５人 ５５人

施設数 ０か所 １か所 １か所 ２か所 ２か所

②－① ▲ ３５人 ▲ １３人 ▲ １０人 ２７人 ３０人



参 考 資 料
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資料１．国の指針

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制並びに子ども・子育て支援給付及び

地域子ども・子育て支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成二十六年内

閣府告示第百五十九号） 抄 

第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する事項 

六 その他 

３ 子ども・子育て支援事業計画の達成状況の点検及び事項 

（略） 

法の施行後、支給認定を受けた保護者の認定区分ごとの人数が、二の２の（一）又

は四の２の（一）により定めた当該認定区分に係る量の見込みと大きく乖離している

場合には、適切な基盤整備を行うため、計画の見直しが必要となる。このため、市町

村は、支給認定の状況を踏まえ、計画期間の中間年を目安として、必要な場合には、

市町村子ども・子育て支援事業計画の見直しを行うこと。都道府県においても、市町

村子ども・子育て支援事業計画の見直し状況等を踏まえ、必要な場合には、都道府県

子ども・子育て支援事業計画の見直しを行うこと。なお、この場合において見直し後

の子ども・子育て支援事業計画の期間は、当初の計画期間とすること。 
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資料２．平成 27・28年度の実績

１．幼児期の学校教育・保育

富津地区 

大佐和地区 

天羽地区 

年度 平成２７年度 平成２８年度

区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み ２３１人 １８６人 ３６人 １０６人 ２３０人 １８７人 ３５人 １１０人

確保方策 ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人 ２７０人 ２９１人 ４０人 １１９人

特定教育・保育施設 ２９１人 ４０人 １１９人 ２９１人 ４０人 １１９人

２７０人 ２７０人

９１人 ２２２人 ２２人 １１２人 ９２人 ２１９人 ２６人 １１６人

▲ １４０人 ３６人 ▲ １４人 ６人 ▲ １３８人 ３２人 ▲ ９人 ６人

39.4% 119.4% 61.1% 105.7% 40.0% 117.1% 74.3% 105.5%

１７９人 ６９人 １８人 ７人 １７８人 ７２人 １４人 ３人

33.7% 76.3% 55.0% 94.1% 34.1% 75.3% 65.0% 97.5%

確認を受けない幼稚園

実績値

③－①

　量の見込みに対する割合

②－③

　確保方策に対する割合

年度 平成２７年度 平成２８年度

区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み（①） ９９人 ５７人 １４人 ３９人 ９１人 ５３人 １３人 ３８人

確保方策（②） ３００人 １５４人 ２１人 ６５人 ３００人 １５４人 ２１人 ６５人

特定教育・保育施設 １５４人 ２１人 ６５人 １５４人 ２１人 ６５人

３００人 ３００人

２１５人 １００人 ２２人 ４５人 ２０５人 １０３人 １４人 ５２人

１１６人 ４３人 ８人 ６人 １１４人 ５０人 １人 １４人

217.2% 175.4% 157.1% 115.4% 225.3% 194.3% 107.7% 136.8%

８５人 ５４人 ▲ １人 ２０人 ９５人 ５１人 ７人 １３人

71.7% 64.9% 104.8% 69.2% 68.3% 66.9% 66.7% 80.0%　確保方策に対する割合

確認を受けない幼稚園

実績値（③）

③－①

　量の見込みに対する割合

②－③

年度 平成２７年度 平成２８年度

区分 １号認定 ２号認定 ３号認定 １号認定 ２号認定 ３号認定

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

量の見込み（①） ４８人 ４１人 １１人 ２５人 ４２人 ３７人 １１人 ２７人

確保方策（②） ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人

特定教育・保育施設 ７０人 １７４人 １９人 ６９人 ７０人 １７４人 １９人 ６９人

確認を受けない幼稚園

３６人 ９４人 １０人 ３４人 ３０人 ８４人 １２人 ３４人

▲ １２人 ５３人 ▲ １人 ９人 ▲ １２人 ４７人 １人 ７人

75.0% 229.3% 90.9% 136.0% 71.4% 227.0% 109.1% 125.9%

３４人 ８０人 ９人 ３５人 ４０人 ９０人 ７人 ３５人

51.4% 54.0% 52.6% 49.3% 42.9% 48.3% 63.2% 49.3%

実績値（③）

③－①

　量の見込みに対する割合

②－③

　確保方策に対する割合
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２．地域子ども・子育て支援事業

（１）利用者支援事業

実施なし 

（２）地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）

富津地区 

大佐和地区 

天羽地区 

（３）妊婦健診

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① １０,９０４人日 １０,８２７人日
確保方策 １か所 １か所
実績値② ３,９７８人日 ３,６４９人日

②-① ▲６,９２６人 ▲７,１７８人

量の見込みに対する割合 36.5% 33.7%

年度 平成２７年度 平成２８年度

量の見込み① ３,４３６人日 ３,３０２人日
確保方策 １か所 １か所
実績値② ３,３４０人日 ４,３８６人日

②-① ▲９６人 １,０８４人

量の見込みに対する割合 97.2% 132.8％

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① ９８３人日 ９９２人日
確保方策 ０か所 ０か所

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① ２,８８４人回 ２,７８６人回
人数 ２０６人 １９９人
健診回数 １４回 １４回

確保方策

実績値② ２,６１６人回 ２,４５７人回

②-① ▲２６８回 ▲３２９回

量の見込みに対する割合 90.7% 88.2%

実施場所：指定医療機関
実施方法：受診券の発行
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（４）乳児家庭全戸訪問事業

（５）養育支援訪問事業

（６）子育て短期支援事業

実施なし 

（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① ２０６人 １９９人

確保方策

実績値② ２１１人 ２０９人

②-① ５人 １０人

量の見込みに対する割合 102.4% 105.0%

実施体制：保健師、助産師
（委託契約）による訪問
実施機関：健康づくり課

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① ７人 ７人

確保方策

実績値② ７人 １０人

②-① ０人 ３人

量の見込みに対する割合 100.0% 142.9%

実施体制：保健師による訪
問、指導、助言

年度 平成２７年度 平成２８年度
１６８人日 １６２人日
０人日 ０人日

▲ １６８人日 ▲ １６２人日
実績値③ １００人日

③-① ▲６２人日

量の見込みに対する割合 61.7%

量の見込み①
確保方策②
②－①
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（８）一時預かり事業

○幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育） 

富津地区 

大佐和地区 

天羽地区 

年度 平成２７年度 平成２８年度
２,７５９人日 ２,７７６人日

確保方策

２,７５９人日 ２,７７６人日

施設数 １か所 １か所

実績値

人数③ ２,８１５人日 ３,１０３人日
施設数 １か所 １か所

③-① ５６人日 ３２７人日
量の見込みに対する割合 102.0% 111.8%
②-③ ▲ ５６人日 ▲ ３２７人日
確保方策に対する割合 102.0% 111.8%

量の見込み①

人数②

年度 平成２７年度 平成２８年度
１,５３７人日 １,４１５人日

確保方策

１,５３７人日 １,４１５人日

施設数 １か所 １か所

実績値

人数③ ４,５３４人日 ４,３６３人日
施設数 １か所 １か所

③-① ２,９９７人日 ２,９４８人日
量の見込みに対する割合 295.0% 308.3%
②-③ ▲ ２,９９７人日 ▲ ２,９４８人日
確保方策に対する割合 295.0% 308.3%

量の見込み①

人数②

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① ７１５人日 ６４０人日
確保方策
人数② ７１５人日 ６４０人日
施設数 １か所 １か所

実績値

人数③ ４６１人日 ６４３人日
施設数 １か所 １か所

③-① ▲ ２５４人日 ３人日
量の見込みに対する割合 64.5% 100.5%
②-③ ２５４人日 ▲ ３人日
確保方策に対する割合 64.5% 100.5%
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○保育所（園）における一時預かり 

富津地区 

大佐和地区 

天羽地区 

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① １,１０８人日 １,１０６人日
確保方策
人数② １,１０８人日 １,１０６人日
施設数 ３か所 ３か所

実績値

人数③ ７１４人日 ５７９人日
施設数 ３か所 ３か所

③-① ▲ ３９４人日 ▲ ５２７人日
量の見込みに対する割合 64.4% 52.4%
②-③ ３９４人日 ５２７人日
確保方策に対する割合 64.4% 52.4%

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① ３５８人日 ３３９人日
確保方策
人数② ３５８人日 ３３９人日
施設数 ３か所 ３か所

実績値

人数③ ２１４人日 ２７２人日
施設数 ３か所 ３か所

③-① ▲ １４４人日 ▲ ６７人日
量の見込みに対する割合 59.8% 80.2%
②-③ １４４人日 ６７人日
確保方策に対する割合 59.8% 80.2%

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① ２２４人日 ２１２人日
確保方策
人数② ２２４人日 ２１２人日
施設数 ４か所 ４か所

実績値

人数③ ３５人日 １６４人日
施設数 ４か所 ４か所

③-① ▲ １８９人日 ▲ ４８人日
量の見込みに対する割合 15.6% 77.4%
②-③ １８９人日 ４８人日
確保方策に対する割合 15.6% 77.4%
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（９）延長保育事業

富津地区 

大佐和地区 

天羽地区 

年度 平成２７年度 平成２８年度
２１０人 ２１０人

確保方策

２１０人 ２１０人

施設数 ２か所 ２か所

実績値

人数③ ２３５人 ２２２人
施設数 ２か所 ２か所

③-① ２５人 １２人
量の見込みに対する割合 111.9% 105.7%
②-③ ▲ ２５人 ▲ １２人
確保方策に対する割合 111.9% 105.7%

量の見込み①

人数②

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① １２５人 １１７人
確保方策
人数② １２５人 １１７人
施設数 ２か所 ２か所

実績値

人数③ ７３人 ５９人
施設数 ２か所 ２か所

③-① ▲ ５２人 ▲ ５８人
量の見込みに対する割合 58.4% 50.4%
②-③ ５２人 ５８人
確保方策に対する割合 58.4% 50.4%

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① ５０人 ４８人
確保方策
人数② ５０人 ４８人
施設数 １か所 １か所

実績値

人数③ ０人 ０人
施設数 １か所 １か所

③-① ▲ ５０人 ▲ ４８人
量の見込みに対する割合 0.0% 0.0%
②-③ ５０人 ４８人
確保方策に対する割合 0.0% 0.0%
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（１０）病後児保育事業

（１１）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

富津地区 

大佐和地区 

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① ９２５人日 ９０１人日
確保方策
延べ人数② ９６０人日 ９６０人日
施設数 １か所 １か所

実績値

延べ人数③ ３１４人日 ５５１人日
施設数 １か所 １か所

③-① ▲ ６１１人日 ▲ ３５０人日
量の見込みに対する割合 33.9% 61.2%
②-③ ６４６人日 ４０９人日
確保方策に対する割合 32.7% 57.4%

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① １７７人 １７７人
小学１～３ １１７人 １１７人
小学４～６ ６０人 ６０人

確保方策
登録児童数② １３５人 １３５人
施設数 ６か所 ６か所

実績値

登録児童数③ １１７人 １３４人
施設数 ５か所 ５か所

③-① ▲６０人 ▲４３人
量の見込みに対する割合 66.1% 75.7%
②-③ １８人 １人
確保方策に対する割合 86.6% 99.3%

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① ５７人 ５４人
小学１～３ ２５人 ２５人
小学４～６ ３２人 ２９人

確保方策
登録児童数② ７５人 ９５人
施設数 ２か所 ３か所

実績値

登録児童数③ ４３人 ３５人
施設数 ２か所 ２か所

③-① ▲１４人 ▲１９人
量の見込みに対する割合 75.4% 64.8%
②-③ ▲３２人 ▲６０人
確保方策に対する割合 57.3% 36.8%
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天羽地区 

年度 平成２７年度 平成２８年度
量の見込み① ３５人 ３３人
小学１～３ １５人 １４人
小学４～６ ２０人 １９人

確保方策
登録児童数② ０人 ２０人
施設数 ０か所 １か所
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資料３．見直しの経過

期日 概要 

平成 29年 1月 《国》自治体に対し見直しの考え方の提示 

4～6月 見直し方針の検討 

6月 《国》見直しの考え方の改訂 

6月 27日 平成 29年度第1回富津市子ども・子育て会議 

・「富津市子ども・子育て支援事業計画の中間年の見直し

方針」（案）を審議し、決定 

6～9月 見直し作業 

10月 4日 平成２９年度第２回富津市子ども・子育て会議 

・見直し結果を報告、審議・承認 
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資料４．富津市子ども・子育て会議設置条例

平成25年９月25日条例第14号 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、富津

市子ども・子育て会議（以下「会議」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 会議は、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 77 条第１項各号に

掲げる事務を処理するものとする。 

（組織） 

第３条 会議は、委員15人以内をもって組織する。 

 ２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

  (１) 子どもの保護者 

  (２) 事業主を代表する者 

  (３) 労働者を代表する者 

  (４) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

  (５) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じた場合の補

欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 会議に会長及び副会長を置き、それぞれ委員の互選によりこれを定める。 

 ２ 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

 ３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務を代理

する。 

（会議） 

第６条 会議は、会長が招集し、その議長となる。 

 ２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

 ３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

 ４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見若しくは

説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 
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第７条 会議の庶務は、健康福祉部子育て支援課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮っ

て定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
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資料５．富津市子ども・子育て会議委員名簿

（平成27年 11月 14日～平成29年 11月 13日） 

委員区分 氏名 備考 

1 子どもの保護者  鴇田 勝 市民公募 

2 子どもの保護者  宮里 幸樹 公立保育所保護者 

3 子どもの保護者  井上 久吏子 私立保育園保護者 

4 子どもの保護者  白井 佳恵 私立幼稚園保護者 

5 子どもの保護者  小曽根 勝己 
富津市ＰＴＡ連絡協議会 

副会長 

6 事業主代表  相澤 靖司 新富工場協議会 

7 労働者代表  白石 喜好 
連合千葉 

南総地域協議会 副議長 

8 事業従事者  髙橋 多賀子 富津市立竹岡保育所長 

9 事業従事者 ○鈴木 眞廣 和光保育園長 

10 事業従事者  平野 香織 大佐和幼稚園 教諭 

11 事業従事者  岩瀬 志帆 
認定こども園 

みなと幼稚園 保育主任 

12 事業従事者  岡村 京子 
学童保育クラブ 

青木遊輝塾 支援員 

13 学識経験者  松倉 佳子 
清和大学 

短期大学部 講師 

14 学識経験者 ◎渡辺 務 
富津市議会 

教育福祉常任委員会委員長 

15 学識経験者  竹谷 覚治 富津市教育センター 所長 

 ※ ◎は会長、○は副会長  （順不同・敬称略） 




